
須崎市・町基礎情報（Ｈ28.3月末時点）
・人口:約22.8千人（DID人口：約6千人）
・可住地面積：約35.6km2

【H28：先－21】 須崎市公共下水道等運営事業の事業手法
及び事業化検討調査（実施主体：高知県須崎市）

・須崎市の公共下水道のほか、漁業集落排水処理施設や
ごみ処理施設浸出水処理施設等を事業対象とする。
具体的には次のとおりである。
①須崎市終末処理場
○供用開始：平成7年10月1日
○処理能力：500m3／日（B-DASH プロジェクト後）
○処理方式：DHS+DBT（B-DASH プロジェクト後）
（平成28 年度に採択された下水道革新的技術実証事業
（B-DASH ）により、処理法を標準法からDHS+DBTに変更し、
ダウンサイジングを実施）
②供用区域の既設下水管きょ
（汚水管：約16km(集落排水含)、雨水管：約12km）
③未供用団地下水管きょ
（既設管きょ：約690m、新設管きょ：約800m）
④雨水ポンプ施設（5か所）
⑤漁業集落排水処理施設（5か所）
⑥中継ポンプ施設
⑦ごみ処理施設（浸出水処理施設）

・須崎市の終末処理場は、多大な余力を抱えていることから、その管理経費等が高止まりしていることが課題となっている。

・そのため、終末処理場をダウンサイジングするとともに、公共下水道等の運営については、公共施設等運営事業等の官民連携手法の
導入により、民間事業者のノウハウを活かした効率的な事業運営を図ることとしている。

・「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（以下「PFI 法」という。）第6 条に基づく民間提案を受けたことに伴
い、事業内容及びその手法等の適切性を検討し、平成29 年度の事業者公募選定、平成30 年度からの事業化に向けた具体的な検討
調査を行う。

【事業分野：下水道】 【対象施設：公共下水道等 】 【事業手法：公共施設等運営事業等（コンセッション、包括的民間委託等） 】
【キーワード：公共施設等運営事業、包括的民間委託、下水道管きょ、ＰＦＩ法第6条提案 】

事業発案に至った経緯・目的

調査対象施設（対象地）の概要



○デューデリジェンスの実施
○デューデリジェンスの結果を踏まえた事業スキームの精査
○事業収支の検討・精査（ＶＦＭ算定）
○実施方針、要求水準書、事業契約書（案）等の作成

事業化検討

今後の進め方

平成29年度 実施方針等の公表、募集要項等の公表（予定）
平成30年度以降 事業者選定、実施契約締結、運営権設定、

事業開始（予定）

【ロードマップ】 【想定される課題】

【H28：先－21】 須崎市公共下水道等運営事業の事業手法
及び事業化検討調査（実施主体：高知県須崎市）

調査内容調査の流れ

・事業内容の検討調査
・民間提案者との対話の実施
・検討結果の整理

提案された公共施設等運営
事業の事業内容の検討調査

・事業者募集の検討
・モニタリングの検討
・その他事業化に必要な検討

次年度からの事業者公募開
始に向けた検討調査

・報告書の作成
・今後の課題の整理

報告書の作成・とりまとめ

①実施目的
・ＰＦＩ法第6条に基づく提案内容につい
て、市の公共下水道等が抱える課題の
解決とともに財政負担の軽減に資する
ものか否かの検討・評価のため
②実施内容

・事業範囲（特定事業の範囲、運営権
設定の範囲等）、事業方式（コンセッ
ション、包括等）、事業期間、リスク分担、
事業収支（財政負担、運営権対価等）、
発注・契約方法の検討・精査を実施
③調査結果

・検討・精査の結果、市にとって事業化
する意義のある提案と評価

１．事業内容の検討調査

２．事業者公募開始に向けた検討調査

①実施目的
・次年度以降の事業化の準備のため
②実施内容
・実施方針、要求水準書等の骨子作成
③調査結果
・事業化に向けた必要手続等の明確化

①検討した事業手法等
【公共施設運営事業】下水道管きょ（汚水）、終末処理場※

【委託】下水道施設（雨水）、漁業集落排水施設、浸出水処
理施設等

②定量評価（VFM等の財政効果の算出）
・複数の施設の維持管理・運営を一括して民間事業者に委
ねることにより、事業期間中の管理運営コストが削減される
ことにより、ＶＦＭが10%程度得られる試算結果となった

③検討結果、結論

・下水道管きょ（汚水）への運営権設定時の課題・留意点（運
営権設定対象、リスク分担等）を整理
・Ｂ－ＤＡＳＨ施設の追加の運営権設定の考え方を整理
・公共施設等運営事業として実施可能な事業範囲を整理
・下水道事業を中心とした包括的な民間活用の方法を検討

以下のとおり、提案された事
業内容の検討調査及び事業
化に向けた検討・準備を実施


